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製造物責任法への海外法制の影響4



米欧日の製造物責任法の歴史

 米第１次不法行為法リステイトメント（1923年採択）
 製造物責任の規定なし
 過失責任の一般ルールによる

 米第２次不法行為法リステイトメント（1964年採択）
 Section 402Aに厳格責任としての製造物責任
 すべての種類の欠陥について厳格責任
 過失責任の一般ルールも別途ある

 ＥＵ旧製造物責任指令（1985年公布）
 日本の製造物責任法（1994年公布、95年施行）

 ＥＵ旧製造物責任指令をモデルに

 米第３次リステイトメント・製造物責任（1997年採択）
 設計上の欠陥、指示・警告上の欠陥については過失責任に近
い形に修正（2条）

 ＥＵ新製造物責任指令（2024年公布）
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アメリカの製造物責任の特徴
6

 アメリカの製造物責任を含む民事ルールは判例
法

基本的に州の裁判所の判例による

立法は、判例法を変更、制限するために行われる

日本は逆で、立法をしないと、判決を出せない

 製造物責任の特徴

当初のモデルは製造し、販売する事業者

そこから、製造業者のみならず、販売業者や中間流
通業者も責任を負う

販売業者等は、製造業者への求償が可能



アメリカにおけるプラットフォーム提供
者の製造物責任
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 オーバードルフ事件（ペンシルベニア州、2019年）
売主が特定できなかったケースで、アマゾンがフルフィル
メントサービス（受注・在庫管理・配送等のサービス）を
行っている場合、販売業者と同様に責任肯定

 ボルガー事件（カリフォルニア州、2020年）
 アマゾンがフルフィルメントサービスを行っている場合に
責任肯定

 ルーミス事件（カリフォルニア州、2021年）
 アマゾンは、フルフィルメントサービスを行っていないが、
販売価格の一定割合の紹介手数料を得ていたこと、販売
者業との連絡や代金支払はアマゾンを通して行っていたこ
とから、責任肯定

 アメリカの製造物責任法の源流は製造者責任というよ
り、供給業者（販売業者）責任であることからくる影響
が大きい



ＥＵの旧ＰＬ指令と日本法の差異

 ＥＵ法では、供給者が製造者ないし自己に供給した者がだれかを
明らかにできない場合は、その供給者が製造物責任を負担（3条3
項）
 この趣旨の規定は日本法にはない

 ＥＵ法では、生命・身体への侵害及び消費者の個人的な使用・消
費に供する財産への侵害による損害のみが損害賠償の対象（9条
(b)）
 日本法では、法人事業者の被った財産損害にも広く及ぶ（損害として
リコール費用のみしか発生していない場合でも請求可能）

 ＥＵ法は、農水畜産物・電気を含む（2条）
 農水畜産物についてはオプションだったが、狂牛病事件で義務化

 日本法では、いずれも対象外

 ＥＵ法は、500エキュ（ユーロ、現在8万円余り）までは被害者負担
（9条(b)(iii)）
 日本法では、過失相殺を別にすれば、被害者負担はない
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ＥＵ新ＰＬ指令の提案と公布
9

 数年おきに行われてきた欧州委員会の調査報告書
（1995年、2000年、2006年、2011年、2018年）では直ち
に改正の必要はないとされていたが、2018年報告書以降、
改正への動き

 欧州委員会は2022年9月28日に2つの案を公表
 新製造物責任指令案（COM(2022) 495 final）
 人工知能（AI）への契約外民事責任ルールの適用に関する指
令案（COM(2022) 496 final）
 AIが原因となった製品事故の問題は製造物責任指令でカバー
 AIを利用した選考における差別や誤情報の提供などの場合の過
失不法行為責任を対象

 新PL指令は2024年11月18日官報公布
 加盟国は2026年12月9日までに国内法化の義務

 AI責任指令案は2024年に廃案



ＥＵ新ＰＬ指令の特徴と日本法10



改正の必要性（１）

 デジタル化への対応

 digital economy

スマートデバイス、自動運転、AIなど

 ソフトウエアそのものや、ソフトウエアやデジタルサービス
を必要とする製品への「製造物」概念の適用が不明確

 とりわけ、AIシステムやAIによって機能する物品

 グリーン化への対応

 circular economy

 sustainable product

新品同様に改造された製品の欠陥
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改正の必要性（２）

 EU域外からの直接購入の増加
 EU域内の事業者に欠陥製品の責任を負担させること
の必要性

 消費者の立証困難の緩和

デジタル化で複雑な製品が増えている

 賠償を限定しすぎ

 500ユーロは被害者負担であり、500ユーロ以下の財
産損害は対象外
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製造物
13

 電気に加えて、新たにデジタル製造ファイル、ソフトウェア
を含む（新指令4条(1)）
 ただし、商業活動外で開発・提供される無償かつオープンソー
スのソフトウェアには不適用（新指令2条2項）
 ソフトウェアについては、経済事業者が安全性維持のために必要
なアップデートやアップグレードをしていないと、市場に置かれた
時、あるいは運用開始された時には欠陥がなかった蓋然性を立証
しても免責されない（新指令11条2項）

 デジタル製造ファイル（digital manufacturing file）とは、動産の
デジタル版またはデジタル・テンプレート（新指令4条(2)）
 3Dプリンター用の元データのように動産の製造に必要な機能的情
報を含むファイル

 日本法では、ソフトウェアは、ファームウェアとしてハード
ウェアと一体化されていなければ、製造物に該当しない
 デジタル製造ファイルについても対象外



欠陥
14

 人が期待できる、またはＥＵあるいは国内法で求
められている安全性を欠くときは、欠陥がある（新
指令7条1項）

 欠陥の判断ファクターが詳細に列挙されている
（新指令7条2項）。日本でも裁判になれば同じよう
な点が問題になるが、興味深いのは、
 (c)  市場におかれ、あるいは運用開始後に学習を継
続する能力が製造物に与える影響

 (i) 損害の防止そのものを目的とする製造物の場合、
製造物がその目的を達成できないこと



賠償を求めることのできる者

 自然人に限定している（新指令5条1項）が、

 権利の承継人のほか、ＥＵ法または国内法によっ
て一人または複数の被害者のために行為するこ
とが認められている者も請求可能（新指令5条2項
(b)）
適格消費者団体など

日本では、消費者裁判手続特例法の対象は限定的
で、製造物責任の対象として人損や物損などは対象
外
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賠償を求めることのできる損害
16

 新たに、データの滅失や破損についても賠償請求で
きる（新指令6条1項(c)）
ただし、「事業上の目的のためには使用されていない」場
合に限られる

日本法では、製造物責任法３条の「他人の・・・財産を侵
害したとき」の「財産」について、特定の動産・不動産では
ない「財産」も含まれると解釈されているので、データの滅
失や破損もカバーされるが、ソフトウエアは製造物ではな
いので、ソフトウエアの欠陥が原因の場合は含まれない

 人身被害に関しては、医学的に認定される心理的健
康への被害も含まれることを明記（新指令6条1項(a)）

 無形損害（non-material loss）については、引き続き、
加盟国の法律において認められている限り、賠償範
囲に含まれる（新指令6条2項）



賠償責任を負う者
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 多様な経済事業者が階層的に責任を負う（新指令8条）
 第１順位

 欠陥製造物の製造者（新指令8条1項(a)）及び欠陥コンポーネント製
造者（新指令8条1項(b)）

 第２順位
 輸入者、権限ある代理人（新指令8条1項(c)(i)(ii)） 第１順位の者が

EU域内にいない場合

 第３順位
 フルフィルメントサービス提供者 第1・第2順位の者がEU域内にい
ない場合（新指令8条1項(c)(iii)）

 第４順位
 供給者（distributor） EU域内の第1順位から第3順位までの経済事
業者または自己への供給者を明らかにできない場合（新指令8条3
項）

 供給者の外観を伴うプラットフォーム事業者 供給者と同じ要件で
（新指令8条4項）

 これらは旧指令3条3項の拡張



コンポーネントと関連サービス

 「コンポーネント（component）」とは、有形であるか、
無形であるか、あるいは関連サービスであるかを問
わず、当該製造物の製造者により、またはその製造
者の管理下において、ある製造物に組み込まれ、ま
たは相互に接続されたあらゆるアイテムをいう（新指
令4条(4)）
部品概念より広く、デジタルコンテンツ、デジタルサービ
スを含む

 「関連サービス」とは、その不在によって製品が一つ
または複数の機能を実行できなくなるような方法で
製品に組み込まれ、または相互に接続されたデジタ
ルサービスをいう（新指令4条(3)）
ナビゲーションサービスなど
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プラットフォーム事業者の責任（整理）
19

 原則的には製造物責任を負わない
 フルフィルメントサービスを行っている場合

 アマゾンは、自社の倉庫で保管し、配送も行っていることがあ
る（FBA)

 供給者の外観を有している場合で、一定期間内にEU域内
の経済事業者や自己への供給者を明らかにできないとき

 プラットフォームに出品する取引事業者の名称・連絡先、
EU法上適合性を求められる商品・サービスの場合に適合
している旨の出品者の宣言その他を取得しておく義務
（DSA30条、Know Your Business Customer obligation）に違
反している場合には、消費者に対して加盟国の国内法に
基づいて不法行為責任を負う可能性（DSA54条）
 このような場合には、日本でも民法上の安全配慮義務違反に
なる可能性



実質的に改造した者
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 製造者の管理外で製造物を実質的に
（substantially）改造し、その後市場に置き、あるい
は運用開始する者は、製造者とみなされる（新指
令8条2項）
グリーン経済、循環経済への対応

日本法でも、同じような解釈がされる可能性がある



証拠開示と証明責任
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 証拠開示（新指令9条）
裁判所の判断で開示を求めることができる
被告側にも同様の権利を与える

 証明責任（新指令10条）
証拠開示を拒否した場合の推定規定など

 日本でも欠陥や因果関係の存在についての消費
者の立証負担の問題は大きい

裁判官による事実上の推定は現在でも可能であるが、
法律上の推定規定をおいてほしいという要望が弁護
団からある → 中村報告



証拠開示（新指令9条）

 被害者（「請求者」）が賠償請求のもっともらしさを裏付
けるに十分な事実と証拠を提示した場合、関連証拠の
開示を被告に命ずる権限を裁判所に付与する（1項）

 裁判所は、証拠の開示を、請求を裏付けるために必要
かつ相当なものに限定する（3項）

 裁判所は、機密情報および企業秘密の保護に関して、
関係する第三者を含むすべての当事者の正当な利益
を考慮する（4項）

 被告が営業秘密または営業秘密とされる情報の開示
を命じられた場合において、当該情報が法的手続の過
程で使用または言及されるときは、裁判所は、当事者
の正当な理由のある要求により、または自らの発意に
より、その秘密を保持するために必要な措置をとる権
限を有する（5項）
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証明責任その１（新指令10条）

 請求者は、製造物の欠陥、被った損害および欠陥と損
害との間の因果関係を証明（prove）することを要求され
る（1項）

 次のいずれかに該当する場合、製造物の欠陥が推定さ
れる（2項）
 (a) 被告が、第9条1項に基づく関連証拠を開示する義務に
応じなかった場合

 (b) 請求者が、発生した損害のリスクから保護するためのEU
法または国内法で定められた強制的な安全要件に製造物
が準拠していないことを示す（demonstrate）場合

 (c) 請求者が、その損害が通常の使用中または通常の状況
下における製造物の明らかな故障によって生じたことを示す
（demonstrate）場合
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証明責任その２（新指令10条）

 製造物の欠陥と損害との因果関係は、製造物に欠陥
があり、かつ生じた損害が当該欠陥と典型的に整合
する種類のものであることが示された（establish）場合
に、推定される（3項）

 裁判所は、技術的または科学的な複雑さのために、
請求者が製造物の欠陥、その欠陥と損害との間の因
果関係、もしくはその双方の証明において過度の困
難に直面しており、かつ、請求者がそれらの蓋然性を
示した（demonstrate）ときは、製造物の欠陥、その欠
陥と損害との間の因果関係、もしくはその双方を推定
する（4項）。

 被告は、第2項、第3項および第4項の推定について
反論する権利を有する（5項）
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期間制限
25

 出訴期間は、従来通り、知った時から3年（新指令16
条）

 製造物が市場に置かれ、あるいは運用開始されてか
ら10年という責任期間も変わりはない（新指令17条1
項）

 ただし、被害者が、人身被害の潜伏性のために10年
内に訴訟を提起できなかった場合は、責任期間は25
年と長くなる（新指令17条2項）

 日本では、人身被害の場合の消滅時効期間は5年
（製造物責任法5条1項）だが、責任期間については、
引渡し時から10年に加えて、一定の潜伏期間経過後
に症状が現れる損害についてはその損害が生じた時
から起算して10年（同法5条2項）



新ＰＬ指令における保護の拡大
26

 製造物
 ソフトウエア、デジタル製造ファイル、関連サービスなども含まれる

 欠陥
 欠陥判断の際の考慮要素が詳細に規定された

 「流通に置かれた後または使用開始後に学習を継続し、または新たな特徴を
獲得する能力が製品に与える影響」なども

 責任主体

 「フルフィルメントサービス提供者」や「権限ある代理人」など越境直接販売を
念頭に責任主体が階層的に追加された

 賠償請求権者
 国内法での代表訴訟の許容が明記されている

 損害賠償の範囲

 データの破壊・滅失も対象となったが、事業用にも利用されているデータは
含まない

 証拠開示・立証責任の転換
 詳細な規定が入った

 被害者負担額の撤廃



ＥＵ法と日本法との差はどうなったか
27

 製造物
従来からあった小さな差がかなり大きくなった

 賠償請求権者
従来からあった大きな差がさらに少し拡大した

 損害
従来からあった大きな差はあまり変わらず

 責任主体
従来からあった差がかなり大きくなった

 証拠開示・証明責任
新たに大きな差が生じた

 免責関係
差がなくなった



製品安全規制と製造物責任28



製品安全規制の先行

 EUでは製品安全に関する行政規制が先行
 2019年に、市場監視規則制定

 2023年に、一般製品安全規則制定
 2024年12月13日全面施行

 2024年に、AI法（規則）制定
 2030年12月31日までに順次施行

ハイリスクAIに関するルールの施行を遅らせる動きも

 新PL指令で新たに使用されている用語・概念の多
くは、すでにこれらの製品安全規制で定義され、
使用されている
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市場監視規則
30

 規則所定の特定の製品（玩具や電気製品ほか）について、製造者、
輸入者、権限ある代理人、これらの者が域内にいない場合のフル
フィルメントサービス提供者を経済事業者（economic operator）とし
て、規制の対象とする
 法律により規格適合性が必要な製品について、規制当局から求められ
れば、適合性に関するデータ等を提出する義務（4条3項(a)）

 安全上のリスクがあると信じる相当の理由のある製品について、規制
当局に通知する義務（4条3項(c)）

 権限ある代理人（authorized representative）
 製造者から規則に基づく義務の委任を受けた者

 フルフィルメントサービス提供者（fulfillment service provider）
 商業活動の過程で、次のサービスのうち少なくとも2つを提供する自然
人または法人をいう：製品の所有権を持たずに、製品の倉庫保管
（warehousing）、包装（packaging）、宛名書き（addressing）および発送
（dispatching）を行うこと（4条14号）

 ただし、郵便サービス、小包配達サービス、貨物輸送サービスには適
用されない



一般製品安全規則
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 域外の製造者が製造した商品の越境ネット販売の場合、域内で責任を
負う経済事業者（輸入者、権限ある代理人、フルフィルメントサービス
提供者）の名称・連絡先等の表示義務（19条(b)）

 製造者が域外の場合、域内で責任を負う経済事業者に製品事故の届
出義務（20条4項）

 オンライン市場提供者（プラットフォーム）に種々の義務や努力義務
 製造者の名称や連絡先等、域外の製造者が権限ある代理人を域内におい
ている場合の名称、連絡先等を表示させる画面設計の義務（22条9項(b)）

 規制当局に危険製品の削除命令権限（22条4項）
 製品の自主的な削除のための努力義務（22条6項）や当局との協力義務
（22条12項）

 域外で製造され、域外から販売される製品について、域内に代理人をおか
せる事実上の効果

 代表訴訟（representative action）
 規則に違反して消費者の集合的利益を侵害した経済事業者やプラット
フォームに対して代表訴訟（差止め及び救済）を提起することができる（39
条）



製品安全4法改正の概要（１）
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 特定製品についての海外からの直接販売者を輸入者とし
て扱う
 輸入する行為には、外国にある者が外国から日本国内に他人
をして持ち込ませ、一般消費者に引き取らせる行為が含まれ
る（製品安全法2条10項）

 越境直接販売者も、輸入事業者になる

 一定の安全基準を満たし、ＰＳマーク等の製品添付が義務であ
る製品について、マークなしで販売することは違法となる

 海外事業者を規制対象に、国内管理人の選任義務
 外国にあって特定製品の輸入を行う者（特定輸入事業者）は、
「日本国内においてその輸入に係る特定製品による一般消費
者の生命又は身体に対する危害の発生及び拡大を防止する
ために必要な措置をとらせるための者」（国内管理人）を選任し
て届け出る義務（6条2項）
 国内管理人は、特定輸入事業者の行政手続上の代理人

 特定製品でなければ、国内管理人の選任義務なし



製品安全4法改正の概要（２）
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 プラットフォーム提供者に対する出品削除要請等の創設
 プラットフォームにおいて提供される特定製品について、国内消
費者に危険が及ぶおそれがあると認められ、かつ、その製品の
出品者によってリコール等の必要な措置が講じられることが期待
できないときは、プラットフォームに対し、出品者の利用停止その
他の措置を取るべきことを要請できる（32条の3第1項）

 プラットフォームが応じた場合、販売業者との関係で免責
 特定製品でなければ、要請の権限はない

 取引デジタルプラットフォーム消費者保護法にも消費者庁
によるプラットフォーム利用停止等要請に関する規定（同法
4条）
 商品の安全性の判断に資する事項等について、消費者に優良
誤認・有利誤認させる表示であり、販売業者による是正が期待
できない場合

 景品表示法違反の表示に関してのみ、特定製品への限定なし
 要請に応じた場合、プラットフォームは販売業者との関係で免責



製品安全4法の改正の概要（３）
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 越境直接販売に関するその他の規制
 届出事業者の氏名や特定製品の型式の区分、国内管理人の氏名等
を公表する制度の創設

 法律や法律に基づく命令等に違反する行為を行った者の氏名等につ
いて、公表することができる制度の創設

 子供用特定製品制度の新設
 特定製品のうち、主として子供の生活の用に供される製品であつて、
その使用方法の表示その他の子供の生命又は身体に対する危害の
発生を防止するための表示が必要であると認められるものとして政
令で定めるもの（2条4項）
 使用年齢を含む「表示」もＰＳマーク付与の基準の内容となる
 指示・警告上の欠陥の問題につながる

 3歳未満向け玩具が特定製品かつ子供用特定製品として指定される
（施行令別表第一）

 乳幼児用ベッドはすでに特別特定製品に指定されているが、生後24
か月以内の睡眠・保育用のものも子供用特定製品として指定予定

 さらに、ベビーカー、抱っこひも、乳幼児用椅子なども対象として検討
されている



製造物責任法改正に向けて35



日本における法改正の課題
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 デジタル社会への対応としては、従来からあったＥＵ
法との差が一層拡大した製造物と責任主体を優先的
に検討すべき

 ただし、最大の課題は、事業を行う法人も含む「人」を
対象とし、かつ財産損害が非常に広く認められる現行
製造物責任法のままで、消費者保護の強化の実現
が可能かという点
 ソフトウエアや関連サービスの欠陥によって企業に生じた
損害の賠償が巨額になるおそれ

最近のセキュリティのすきをつくサイバー被害関連の事件
を見ると被害者側の過失相殺がされるとしても

 フランス法も旧指令を民法の中で損害賠償権者を限定す
ることなしに国内法化しているので、同様の危惧を抱えて
いるはず



考えられる対応策
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 まずは、越境オンライン販売への対応として
製品安全4法の改正に合わせて、プラットフォーム経由の
海外からの直接販売の場合について、「国内管理人」に
一定の責任を負わせることが可能かを検討する

 フルフィルメントサービス提供者については、製品安全4
法にもそもそも規定がないので、民事責任について独自
に検討する

 ついで、製造物の拡大の点では

個人に生じた財産損害については、営業目的でない場合
に限定することを検討する

 2017年債権法改正において、自然人と法人とを区別しな
い民法の債権法において、自然人が保証人となる場合の
「個人保証」の特別規定新設が１つのモデルとなる


